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　議案第　６　号

　令和２年度　府中市水道事業会計予算

 　(総　　則)

第１条　令和２年度府中市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 　(業務の予定量)

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(1) 給水戸数

　(2) 年間総給水量

　(3) 一日平均給水量

　(4) 主要な建設改良事業 配水管改良事業等　事業費

 　(収益的収入及び支出)

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　 　入

　第１款 水道事業収益

　第１項

　第２項

支　 　出

　第１款 水道事業費用

　第１項

　第２項

　第３項

　第４項

 　(資本的収入及び支出)

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が

　資本的支出額に対し不足する額２７３，３８７千円は、当年度消費税及び地方消

　費税資本的収支調整額２０，０５６千円、過年度分及び当年度分損益勘定留保資

　金２５３，３３１千円で補てんする。)

収　 　入

　第１款 水道事業資本的収入

　第１項

　第２項 補償金及び負担金

　第３項

　第４項 出 資 金 18,552千円

補 助 金

166,900千円

2,650千円

0千円

企 業 債

188,102千円

営 業 費 用

営 業 外 費 用

0千円

2,000千円

625,700千円

特 別 損 失

予 備 費

44,232千円

671,932千円

営 業 外 収 益

営 業 収 益

297,223千円

739,238千円

659,977千円

79,261千円

12,670戸

2,494,444㎥

6,834㎥
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支　 　出

　第１款 水道事業資本的支出

　第１項

　第２項

　第３項

　第４項

 　(企業債)

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法は、次のとおりとする。

 　(議会の議決を経なければ流用することができない経費)

第６条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流

　用し、又はそれ以外の経費の金額をその経費の金額に流用する場合は、議会の議

　決を経なければならない。

(1) 職員給与費 119,792千円

   (たな卸資産の購入限度額)

第７条　たな卸資産の購入限度額は、１２，８３２千円と定める。

　令和２年２月２８日提出

　府中市長　小野　申人

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率

利率5.0％以内
　ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方団
体金融機構について
、利率の見直しを行
った後においては、
当該見直し後の利率

　借入先の融資条件
による。ただし、市
財政の都合により措
置期間及び償還期間
を短縮し、もしくは
繰上償還又は低利に
借り換えることがで
きる。

配水管改良
事 業 等

166,900千円
普通貸借
ま た は
証券発行

償還の方法

建 設 改 良 費

461,489千円

297,223千円

企業債償還金

繰 延 勘 定

予 備 費

163,266千円

0千円

1,000千円
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   収        入

千円 千円

引 当 金 戻 入 益

工 事 検 査 手 数 料

設 計 審 査 手 数 料

1

1

下 水 道 受 託 手 数 料 等

659,977

644,646

そ の 他 の
営 業 収 益

材 料 売 却 収 益

消 費 税 還 付 金

62,604

10

引 当 金 戻 入 益

625,854

分 担 金

1

受 託 工 事 収 益 受 託 工 事 収 益

収  益  的  収  入  及  び  支  出
　令和2年度　府中市水道事業会計予算実施計画

給 水 収 益 水 道 料 金

(1) 営 業 収 益

水 道 事 業 収 益

款　・　項 目 予 定 額 備 考

量 水 器 使 用 料

79,261

4,400

62,604

12,256雑 収 益3

長期前受金戻入

雑 収 入

長期前受金戻入

他 会 計 負 担 金

457

(2) 営 業 外 収 益

指定工事業者認定手数料

他 会 計 負 担 金

18,792

450

250

925

225

13,948

0

0

手 数 料

雑 収 益

三川ﾀﾞﾑ小水力発電売電収入

4

0

5,946

6,323

12,246

4,400

739,238

1

1

収 入 合 計

不用品売却収益

工 事 負 担 金

15,330

1

2

3

1

2
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 支  出

千円 千円

1

住 居 手 当 214

816

ﾎ ﾟ ﾘ 塩 化 ｱ ﾙ ﾐ ﾆ ｳ ﾑ

850

6,440

2,060

624

20,133

そ の 他

通 勤 手 当

賞 与 引 当 金

手 当

共有財産管理負担金等

150

草 刈 等

賃 借 料

負 担 金

用 土 浄 水 場 等

13,060

37,075

電 気 計 装 部 品 等

0

0

5,278

電 話 料 金 等

47

5,764

1,314

83

1,554

9

消 耗 器 材 費

各 施 設 修 繕 費 等

次 亜 塩 素 酸 ﾅ ﾄ ﾘ ｳ ﾑ

各 種 記 録 用 紙

ガ ソ リ ン 代 等

通 信 運 搬 費

動 力 費

備 消 品 費

6人

城山浄水場等用地賃借料

水 質 試 験 用 薬 品

扶 養 手 当

工 事 請 負 費

20,266

住 居 手 当

城 山 浄 水 場

269

6,929

14,388

時 間 外 勤 務 手 当

通 勤 手 当

期 末 勤 勉 手 当

1,473

1,242

5,861

3,710

2,952

57,306

2,614

1,815

浄水場管理業務委託料等

97

15,882

機 械 賃 借 料 等

器 具 備 品 費

360

240

賞与引当金繰入金

薬 品 費

給 料

補 償 金

227

100

1

材 料 費

10,863

94,002

備 考

3人

扶 養 手 当

款　・　項 目 予 定 額

給 料

水 道 事 業 費 用

手 当

(1)

休 日 勤 務 手 当

4,613

0

原水及び浄水費

職 員 共 済 組 合 負 担 金

旅 費

特 殊 勤 務 手 当

被 服 費

児 童 手 当

法 定 福 利 費

印 刷 製 本 費

手 数 料

燃 料 費

委 託 料

修 繕 費

2 配水及び給水費

14,059

16,942

1

営 業 費 用 625,700

180,405
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千円 千円

1,561

会 計 年 度 任 用 職 員

期 末 勤 勉 手 当

690

1,248

携 帯 電 話 料 金 等

機 械 器 具 賃 借 料 等

1,739

602

750

631

1

18,001

5

40

320

6,911

34

800

1

11,840

109

4,290

1,689

1,656

15,962

14,306

法 定 福 利 費 職 員 共 済 組 合 負 担 金

電 算 出 力 用 紙 等

賃 借 料

備 消 品 費

報 償 費

印 刷 製 本 費

燃 料 費

報 酬

児 童 手 当

旅 費

退 職 給 付 金

旅 費

備 消 品 費

法 定 福 利 費

賞与引当金繰入金

材 料 費

量 水 器 修 繕 費

款　・　項 目

時 間 外 勤 務 手 当

修 繕 費

被 服 費

動 力 費

期 末 勤 勉 手 当

通 勤 手 当

通 信 運 搬 費

特 殊 勤 務 手 当

4,996

540

消 耗 器 材 費

休 日 勤 務 手 当

職 員 共 済 組 合 負 担 金

電 気 計 装 部 品 等

3,303

量 水 器 取 替 業 務 等

器 具 備 品 費

140

150

賞 与 引 当 金

年末年始等待機報償費

水道企業職員退職給付費

5人

扶 養 手 当

補 償 費

配 水 管 修 繕 等

委 託 料

児 童 手 当

プ ロ パ ン ガ ス 代

普 通 旅 費 等

各 ポ ン プ 所

文 具 消 耗 材 費

自動体外式除細動機等

各 種 郵 送 料 等

休 日 勤 務 手 当

総 係 費4

受 託 工 事 費

報 償 費

備 考予 定 額

103

0

特 殊 勤 務 手 当

賃 借 料

13 受 託 工 事 費

通 信 運 搬 費

396

641

0

住 居 手 当

時 間 外 勤 務 手 当

3,480

3,659

10,674

6,381

20

4,600

18,634

253

80

94,437

11,916

給 料

手 当

管 理 職 手 当

26
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千円 千円

10

190

70

90

708

賞 与 引 当 金

129

44

13

24,421

34,284

525

484

4,250

1,727

41,549

184,276

1

1,000

26,428

1,894

59

229,227

4,523

346

1

雑 支 出

3

予 備 費

2,157

(4)

ダ ム 使 用 権 等

固定資産除却費

貸 倒 引 当 金

工 具 器 具 及 び 備 品 費

機 械 及 び 装 置

公 課 費

2,000

2,000

企 業 債 利 息 起 債 償 還 利 息

建 物

不用品売却原価

構 築 物

材 料 売 却 原 価190

水 道 賠 償 責 任 保 険 料

手 数 料

貸倒引当金繰入金

無形固定資産減価償却費

たな卸資産減耗費

日水協中四国支部負担金

255,655

1,010

予 定 額 備 考

224

公 課 費

委 託 料

口 座 振 替 手 数 料 等

自 動 車 保 険 料 等

2,007

款　・　項

減 価 償 却 費

特 別 損 失

2

目

(2)

1

5

1

その他営業費用

526

資 産 減 耗 費

有形固定資産減価償却費

車 輌 運 搬 具

日水協広島県支部負担金

賞与引当金繰入金

施 設 利 用 権

日 本 水 道 協 会 負 担 金

負 担 金

保 険 料

研 修 会 等 出 席 負 担 金

0

量 水 器 計 量 委 託 料 等

水 道 技 術 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 負 担 金

1,710

35,668

2,000

0

そ の 他 雑 支 出

44,232

特 別 損 失

営 業 外 費 用

消 費 税

予 備 費

(3) 特 別 損 失

0

671,932

6

7

支 出 合 計

支 払 利 息

0

41,549

予 備 費

2,157
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 収  入

千円 千円

 支  出

千円 千円

1

1

0

配水管布設替工事費等

166,900

500

5,460

0

0

0

18,552

64,650

55,800

0

4,763

161,000

備 考

2,150

1,000

支 出 合 計

163,266

(4) 予 備 費

5,550

繰 延 勘 定

工具器具及び備品

負 担 金

1

166,900

2,150

量 水 器 購 入 費

浄 水 設 備 等

18,552

188,102

4

0

資　本　的　収　入　及　び　支　出

水源開発事業等出資金

水 道 事 業
資 本 的 収 入

0

款　・　項

(1)

1

(1) 建 設 改 良 費

(2) 2,650

出 資 金

企 業 債

出 資 金

企 業 債

0

(3)

他 会 計 出 資 金

0

配 水 管 改 良 事 業 費 等

工 事 請 負 費

予 定 額

下 水 道 関 係 等 補 償 金

配水管布設替工事費等

老 朽 管 更 新 事 業

工 事 請 負 費

開 発 費 0

0

0

予 備 費 予 備 費

工 事 請 負 費

起 債 元 金 償 還 金

55,800

2

166,900

18,552

4,763

297,223

(3)

1

車 両 運 搬 具

企 業 債 償 還 金 163,266

0

0

1,000

1,0001

1 企 業 債 償 還 金

施 設 改 良 工 事 費 等

三川ダム更新工事費負担金

461,489

施 設 改 良 費

消火栓設置工事負担金等

機械及び装置等

工 事 請 負 費

負 担 金

老 朽 管 更 新 事 業 等

5

水 道 事 業
資 本 的 支 出

(2)

2

1 補 償 金

款　・　項

(4)

備 考

補 償 金

配 水 管 改 良 費

営 業 設 備 費

配 水 管 整 備 費

163,266

補 助 金

3

企業債償還金

補 助 金

予 定 額

負 担 金

1

172,010

目

500

企 業 債

国 庫 補 助 金

64,650

補 償 金 及 び
負 担 金

目

1

収 入 合 計

第 7 拡 張 費
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　科　 　目

Ⅰ　　業務活動によるキャッシュ・フロー
 当期純利益
　減価償却費
　長期前受金戻入額
　受取利息及び受取配当金
　支払利息
　固定資産除却損
　固定資産売却損益（△益）
　未収金の増減額（増加△）
　未払金・未払費用の増減額（減少△）
　たな卸資産の増減額（増加△）
　引当金の増減額（減少△）
　その他流動資産の増減額（△増加）
　その他流動負債の増減額（△減少）
　小計

　利息及び配当金の受取額
　利息の支払額
 業務活動によるキャッシュフロー

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー
　固定資産の取得による支出
 開発費による支出
 受贈財産による収入
　固定資産の売却による収入
 国庫補助金等による収入
　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　　財務活動によるキャッシュ・フロー
　企業債による収入
　企業債の償還による支出
　他会計からの出資による収入

　財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ　現金の増減額
Ⅴ　現金の期首残高
Ⅵ　現金の期末残高

△ 163,265

△ 12,048
1,261,021

0

1,248,973

0
0

3,635

△ 271,139
0
0

0

△ 48,157

△ 41,549

1,000

166,900

297,005

△ 12,989

0
41,549

△ 271,139

60,971

0

15,629

255,456

190
19,467

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

令和2年度　府中市水道事業予定キャッシュフロー計算書

229,227

金　額　

△ 62,603

52,721

単位：千円　
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1. 総 　括 （単位：人、千円）

職員数の（）内は短時間勤務職員数の外書きです。

ア 会計年度任用職員以外の職員 （単位：人、千円）

職員数の（）内は短時間勤務職員数の外書きです。

14

14

14

14

0

0

14

）

0

手
当
の
内
訳

区　分

0

（ 0 ）
△ 3,329 △ 10,744 △ 14,073 △ 2,506 △ 16,579

損益勘定
　支弁職員

（ 0 ）
△ 3,329 △ 10,744 △ 14,073 △ 2,506 △ 16,579

比
較

資本勘定
　支弁職員

合　　計

前
年
度

資本勘定
　支弁職員

合　　計
（

57,478 56,802 114,280 21,968 136,248

14

14

0

（ 0 ）
54,149 46,058 100,207 19,462 119,669

14

損益勘定
　支弁職員

（ 0 ）
57,478 56,802 114,280 21,968 136,248

0 △ 1,673 △ 8,679

損益勘定
　支弁職員

（ 0 ）
54,149 46,058 100,207 19,462 119,669

本
年
度

資本勘定
　支弁職員

合　　計

時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

特殊勤務
手　　当

区　 　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費 合　計
特別職 一般職 報酬 給料 職員手当 計

本年度

前年度

比　較

2,020 1,508 1,280 8,417 457 237 396 21,968 20,519

△ 242 80 359 195 △ 291 △ 197

（
△ 14,257

1,778 1,588 1,639 8,612 166 40 396

損益勘定
　支弁職員

（ 1 ）
1,739 △ 3,329 △ 10,499 △ 12,089 △ 2,168

1 ）
1,739 △ 3,329 △ 10,499 △ 12,089 △ 2,168

扶養手当 住居手当 通勤手当

（ 0 ）
0 57,478 56,802 114,280 21,968 136,248

損益勘定
　支弁職員

（

比
較

資本勘定
　支弁職員

合　　計

合　　計
（ 1 ）

1,739 54,149 46,303 102,191 19,800 121,991

前
年
度

資本勘定
　支弁職員

合　　計

46,303 102,191 19,800 121,991

本
年
度

資本勘定
　支弁職員

損益勘定
　支弁職員

（ 1 ）
1,739 54,149

0 ）
0 57,478 56,802 114,280 21,968 136,248

20,295 11,840

△ 14,257

管 理 職
手　　当

期末勤勉
手　　当

退職給付費

給　与　費　明　細　書

区　 　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費 合　計
特別職 一般職 報酬 給料 職員手当 計
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イ 会計年度任用職員 （単位：人、千円）

職員数の（）内は短時間勤務職員数の外書きです。

2. 給料及び手当の増減額の明細

245

245

合　　計
（ 1

特殊勤務
手　　当

80 308 195 △ 291 △ 197 0 △ 1,918 △ 8,679

1,508 1,280 8,417 457 237

手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

51

扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

比
較

資本勘定
　支弁職員

前
年
度

資本勘定
　支弁職員

損益勘定
　支弁職員

合　　計

損益勘定
　支弁職員

（ 0 ）

（ 0 ）

管 理 職
手　　当

期末勤勉
手　　当

退職給付費

51

普 通 昇 給 に 伴 う 増 減 分

昇給期間短縮に伴う増加分

そ の 他 の 増 減 分

手　当

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

区　分

△ 10,499

増 減 額

△ 10,704

168

）
1,739 0 245 1,984 338 2,322

0

0

損益勘定
　支弁職員

（ 1 ）
1,739 0 245 1,984 338 2,322

0

0

本
年
度

資本勘定
　支弁職員

合　　計 1,739 0 245 1,984 338 2,322

0

0

396 20,050 11,840

2,020 396 21,968

（ 1 ）
1,739 0 245 1,984 338 2,322

1,588 8,612

（ 1 ）

区　 　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費 合　計
特別職 一般職 報酬 給料 職員手当 計

扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

休日勤務
手　　当

特殊勤務
手　　当

管 理 職
手　　当

期末勤勉
手　　当

退職給付費

1,778 1,588

20,519

△ 242

166 40

人

人

人

△ 3,609

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分 112
・給料表改定率　行政職平均0.2％

・実施期間　平成31年4月1日

13

14

△ 1増　減

205 ・0.05月勤勉手当を引上げ

増 減 事 由 別 内 訳 説 明

給　料 △ 3,329 職員数の状況

本年度

前年度
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3. 給料及び手当の状況

(1) 職員1人あたり給与

(2) 初　任　給

(3) 級別職員数

　（級別の標準的な職務内容）

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

一 般 職
１級主事
１級技師

１級技術職

２級主事
２級技師

２級技術職

主任主事
主任技師

主任技術職

主任
技術主任

係長 課長 部長

7 級

計 14 100.0

5 級 3 21.4

6 級 1 7.1

平成 31 年 1 月 1 日 現在
4 級 6 42.9

2 級 1 7.1

3 級 3 21.4

計 13 100.0

1 級 0 0.0

2 15.4

6 級 1 7.7

7 級

3 級 5 38.5

令和 2 年 1 月 1 日 現在
4 級 3 23.1

5 級

区 分
事　 　務　・　技　 　師

級 職　員　数（人） 構　成　比（％）

1 級 1 7.7

2 級 1 7.7

区 分 学 歴 事務・技師（円）
国の制度

行政職一（円）

令和 2 年 1 月 1 日 現在
高 校 卒 154,900 150,600

大 学 卒 182,200 182,200

平 均 年 齢 （歳） 47歳 3月

平成 31 年 1 月 1 日 現在 平 均 給 与 月 額 （円） 357,043

平 均 給 料 月 額 （円） 332,107

平 均 年 齢 （歳） 41歳 8月

令和 2 年 1 月 1 日 現在 平 均 給 与 月 額 （円） 316,046

平 均 給 料 月 額 （円） 292,053

区 分 事　務　・　技　術
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(4) 昇給

(5) 特殊勤務手当

(6)期末手当、勤勉手当

(7)定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(8)その他の手当

区 分

（％）

（％）

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支 給 対 象 職 員 の 比 率

令 和 ２ 年 １ 月 １ 日 現 在

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

全 職 種

100.00

緊急出動手当

(B)/(A) （％） 100.00 100.00

（人） 2 2

４号給 （人） 12 12

６号給 （人）

　市：家賃額の支給期限の下限 12,000 円

　手当額の上限 27,000 円

　国：家賃額の支給期限の下限 16,000 円

扶 養 手 当 同　じ

前 年 度 2.225 2.225 4.450 0～15％

国 の 制 度 2.250 2.250 4.500 0～15％

区 分

（人）

比 較

区 分
支給期別支給率

支給率計
職制上の段階、勤務の
等級等による加算措置

備 考
6月 12月

本 年 度 2.250 2.250 4.500 0～15％

比 較 (B)/(A) （％） 92.31 92.31

職 員 級 (A)（人） 14 14

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)（人） 14 14

号 給 別 内 訳

２号給

８号給

区 分 合 計
代 表 的 な 職 種

一 般 職

職 員 級 (A)（人） 13 13

本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)（人） 12 12

号 給 別 内 訳

２号給 （人） 3 3

４号給 （人） 9 9

６号給 （人）

８号給 （人）

47.709 47.709
定年前早期退職特別制度

3％～45％

支 給 率 等

国 の 制 度
（支給率等）

区　 　分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

住 居 手 当 異なる

家賃額に対する支給基準が異なる

　手当額の上限 28,000 円

通 勤 手 当 同　じ

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備　考

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別制度

2％～20％

24.586875 33.27075
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事業
収益

千円

75,000

～

令和3年度

275,000

令和2年度

275,000 137,500 137,500

城山浄水場受変電設
備更新工事

～

令和3年度

千円 千円 千円

75,000

令和2年度

75,000

金　額 企業債
損益勘定
留保資金

その他

浄水場運転管理業務

千円 千円 千円

債務負担行為に関する調書

事　 　項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

期 間 金　額 期 間
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1  営  業  収  益

(1) 655,528

(2) 0

(3) 9,935 665,463

2  営  業  費  用

(1) 146,472

(2) 83,032

(3) 0

(4) 96,833

(5) 267,124

(6) 20

(7) 190 593,671

営  業  利  益 71,792

3  営  業  外  収  益

(1) 5,098

(2) 720

(3) 46,795

(4) 10,492

(5) 0 63,105

4  営  業  外  費  用

(1) 48,499

(2) 0

(3) △ 87 48,412 14,693

経  常  利  益 86,485

5  特  別  利  益 

(1) 0

(2) 0

(3) 0 0

6  特  別  損  失

(1) 0

(2) 0

(3) 0

(4) 0

(5) 0

(6) 0 0 0

当年度純利益 86,485

前年度繰越利益剰余金 1,123,672

当年度未処分利益剰余金 1,210,157

令和元年度　府中市水道事業予定損益計算書
平成31年4月1日から令和2年3月31日まで

臨 時 損 失

そ の 他 引 当 金 繰 入 額

災 害 に よ る 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

繰 延 勘 定 償 却

雑 支 出

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 損

他 会 計 負 担 金

受 取 利 息

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

消 費 税 還 付 金

支 払 利 息

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

そ の 他 の 営 業 費 用

資 産 減 耗 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費
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 1   固    定  資  産

(1) 有 形 固 定 資 産

ｱ

ｲ

ｳ

ｴ

ｵ

ｶ

ｷ

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 無 形 固 定 資 産

ｱ

ｲ

ｳ

無 形 固 定 資 産 合 計

(3) 投             資

ｱ

投    資    合   計

固  定  資  産  合  計

 2   流    動  資    産

(1) 現  金 、預    金

(2) 未     収  金

貸倒引当金

(3) 貯  蔵  品

(4) そ の 他 流 動 資 産

流  動  資  産  合  計

 3   投資その他の資産

(1)投　資　有　価　証　券

投資その他の資産合計

資   産   合   計

令和元年度　府中市水道事業予定貸借対照表

（令和2年3月31日）

 資  産  の  部

建 物 251,131

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 131,859 119,272

土 地 148,745

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 1,144,736 430,471

構 築 物 8,527,269

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 3,919,785 4,607,484

車 両 運 搬 具 14,219

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 10,881 3,338

機 械 及 び 装 置 1,575,207

建 設 仮 勘 定 60,877

5,383,577

工 具 器 具 及 び 備 品 52,208

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 38,818 13,390

施 設 利 用 権 等 89,537

1,181,779

そ の 他 投 資 8

ダ ム 使 用 権 1,092,035

電 話 加 入 権 207

△ 885 55,213

7,794

8

6,565,364

1,261,021

56,098

0

0

97

1,324,125

7,889,489
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(単位:千円)

 4   固    定    負    債

 (1) 企　　 業　　債

ｱ

(2) 引     当     金

ｱ

ｲ

引　当　金   合   計

固　定　負   債   合   計

 5   流    動    負  債

 (1) 企     業  債

ｱ

(2) 未     払     金

(3) 引  当  金

ｱ

ｲ

引　当　金   合   計

(4) そ の 他 流 動 負 債

流  動  負  債  合  計

 6   繰    延    収    益

(1) 長　期　前　受　金

(2) 収　益　化　累　計　額

繰　延　収　益　合　計

負   債   合   計

 6   資　 　本　 　金

 7   剰  余  金

(1) 資  本  剰  余  金

ｱ

ｲ

資 本 剰 余 金 合 計

（2） 利  益  剰  余  金

ｱ

ｲ

ｳ

ｴ

利 益 剰 余 金 合 計

剰  余  金  合  計

資    本    合    計

負  債  資  本  合  計

 負  債  の  部

建 設 改 良 費 等 に 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

2,471,065

9,868

111,579

退 職 給 付 引 当 金 101,711

修 繕 引 当 金

163,265

181,356

2,582,644

退 職 給 付 引 当 金

建 設 改 良 費 等 に 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

43,431

2,708

390,760

33,024

賞 与 引 当 金 10,407

895,953

3,869,357

 資  本  の  部

3,117,211

△ 2,221,258

受 贈 財 産 評 価 額 0

0

2,556,206

補 償 金 及 び 負 担 金 0

建 設 改 良 積 立 金 134,192

当年度未処分利益剰余金 1,210,157

減 債 積 立 金 117,677

利 益 積 立 金 1,900

1,463,926

1,463,926

4,020,132

7,889,489
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 1   固    定  資  産

(1) 有 形 固 定 資 産

ｱ

ｲ

ｳ

ｴ

ｵ

ｶ

ｷ

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 無 形 固 定 資 産

ｱ

ｲ

ｳ

無 形 固 定 資 産 合 計

(3) 投             資

ｱ

投    資    合   計

固  定  資  産  合  計

 2   流    動  資    産

(1) 現  金 、預    金

(2) 未     収  金

貸倒引当金

(3) 貯  蔵  品

(4) そ の 他 流 動 資 産

流  動  資  産  合  計

 3   投資その他の資産

(1)投　資　有　価　証　券

投資その他の資産合計

資   産   合   計

令和2年度　府中市水道事業予定貸借対照表

（令和3年3月31日）

 資  産  の  部

建 物 251,131

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 136,109 115,022

土 地 148,745

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 1,179,020 396,187

構 築 物 8,638,797

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 4,104,061 4,534,736

車 両 運 搬 具 14,219

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 15,404 △ 1,185

機 械 及 び 装 置 1,575,207

建 設 仮 勘 定 216,078

5,421,079

工 具 器 具 及 び 備 品 52,208

同 減 価 償 却 累 計 額 △ 40,712 11,496

施 設 利 用 権 等 87,530

1,155,351

そ の 他 投 資 8

ダ ム 使 用 権 1,067,614

電 話 加 入 権 207

△ 885 54,800

12,558

8

6,576,438

1,248,973

55,685

0

0

97

1,316,428

7,892,866
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(単位:千円)

 4   固    定    負    債

 (1) 企　　 業　　債

ｱ

 (2) 引     当     金

ｱ

ｲ

引　当　金   合   計

固　定　負   債   合   計

 5   流    動    負    債

 (1) 企     業     債

ｱ

 (2) 未     払     金

 (3) 引     当     金

ｱ

ｲ

引　当　金   合   計

 (4) そ の 他 流 動 負 債

流  動  負  債  合  計

 6   繰    延    収    益

 (1) 長　期　前　受　金

 (2) 収　益　化　累　計　額

繰　延　収　益　合　計

負   債   合   計

 6   資　　　本　　　金

 7   剰       余       金

(1) 資  本  剰  余  金

ｱ

ｲ

資 本 剰 余 金 合 計

（2） 利  益  剰  余  金

ｱ

ｲ

ｳ

ｴ

利 益 剰 余 金 合 計

剰  余  金  合  計

資    本    合    計

負  債  資  本  合  計

   負       債       の       部

建 設 改 良 費 等 に 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

2,619,665

9,868

116,733

退 職 給 付 引 当 金 106,865

修 繕 引 当 金

171,897

74,317

2,736,398

退 職 給 付 引 当 金

建 設 改 良 費 等 に 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

14,310

2,708

263,232

6,684

賞 与 引 当 金 7,626

854,552

3,854,182

   資       本       の       部

3,138,413

△ 2,283,861

受 贈 財 産 評 価 額 0

0

2,574,758

補 償 金 及 び 負 担 金 0

建 設 改 良 積 立 金 134,192

当年度未処分利益剰余金 1,210,157

減 債 積 立 金 117,677

利 益 積 立 金 1,900

1,463,926

1,463,926

4,038,684

7,892,866
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Ⅰ．重要な会計方針

　地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 　定額法

・主な耐用年数

 建物　 　65年

 構築物　 　38年

 機械及び装置　  6年～16年

 器機備品　 　5年

 車両運搬具　 　5年

（２）無形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 　定額法

・主な耐用年数 　55年

　３　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備え、当年度末における退職手当の要支給額

　に相当する額を計上している。なお、職員の退職手当に係る取扱いに関

　する一般会計との取り決めに基づき、水道事業会計が負担すると見込ま

　れる 106,866千円を計上している。

（２）賞与等引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその法定福利費の支出に備え

　るため、当年度末における見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

　計上している

（３）貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不

　能見込額を計上している。

　４　その他の重要な事項

　消費税及び地方消費税の会計処理

　会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定キャッシュフロー計算書等関連

　重要な非資金取引

　当該事項はない。

注　記　表
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Ⅲ．予定貸借対照表等関連

　１　担保に供している資産等

当該事項はない。

　２　企業債の償還に係る一般会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む。）

のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は18,553千円である。

　３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

当該事項はない。

（１）退職給付引当金

令和２年度において、退職給付引当金する6,685千円を、退職手当を支給

するため取り崩す予定としている。

（２）賞与等引当金

令和２年度において、６月分期末手当及び勤勉手当及び法定福利費として

7,626千円を賞与引当金から取り崩す予定としている。

Ⅳ．減損損失

当該事項はない。

Ⅴ．リース契約により使用する固定資産

当該事項はない。
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